
NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

効果目標

検証結果

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ８予算

Ｒ６ 10 3,917

Ｒ５ 6 4,270

Ｒ４ 7 4,140

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

非該当 -

-

-

- -

-

4,670千円
決算額
（千円）

令和８年度 当初予算

-

鳥取市補助金カルテ

034 地域振興課 0857-30-8172

今後見直しが必要

その他の事業費補助

輝く中山間地域創出事業費

鳥取市輝く中山間地域創出事業補助金

概要

中山間地域の活性化をめざして取り組む地域活性化計画の策定や計画に基づくソフト事業、地域資源を
活用したむらとまちの交流活動に要する経費を補助。

H22

総務費 総務管理費 企画費

R10年度末で効果検証

根拠法令 第１２次鳥取市総合計画（施策3403）魅力ある中山間地域の振興

ソフト事業を年間8団体の補助を目指す

件数

対象経費

交付決定の年度内に、補助額を確定し、精算する。

報償費、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料、原材料費、概ね3万円以内の備品購入費等

補助率・補助額 10/10、4/5

Ｒ７
（見込）

6 2,657

交付要件

鳥取市内の中山間地域で事業を実施する各種団体（集落、農業生産団体、各地域任意団体、NPO 法人
等）

2,000千円

その他（地方債）,なし（一般財源のみ）

○ 補助金交付対象、要件、方法

申請のあった団体等

・計画策定　2件 200千円　・ソフト事業　6件 4,370千円　・
里山交流　1件 100千円

過去実績

Ｒ８予算
積算根拠

実績報告書に添付の領収書や事業内容が判別できる資料等で確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

-

-人件費 積立金団体運営費補助

運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無



○ 適合性チェック（適正化評価） ※団体運営費補助ではない

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 -

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ○

02-05 ×

02-06 ○

02-07 ○

02-08 ○

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ○

04-02 ○

04-03 ○

1

14

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必要
性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ無
駄がないか。

今後見直しが必要

適正化の視点 基準

審査理由
補助率が1/2以上となっている。

-

-

評価／担当課 適切

今後の具体的な
改善方針

-

補助金の交付額は長期間固定化していない(過去3年
のうち、2回以上同額交付とはなっていない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担当課が
事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目的
や内容について広く公開
しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の目的
や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になされ
ているか。

-

2-5 中山間地域の振興に向けて重点的な支援が必要なため。

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って適
法に行われているかどう
か。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている

［有効性］
所期の目的を達成し効果
を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資金(内
部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行っている

実績報告に事業費を証する領収書等が添付されてい
る

原則として補助対象外とすべき経費（人件費、交際
費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ生
産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定してい
る



NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

効果目標

検証結果

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ８予算

Ｒ６ 7 11,429

Ｒ５ 5 9,779

Ｒ４ 4 7,551

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

非該当 -

-

-

- -

-

14,703千円
決算額
（千円）

令和８年度 当初予算

-

鳥取市補助金カルテ

035 地域振興課 0857-30-8172

適切

その他の事業費補助

中山間地域・買い物支援事業費

鳥取市中山間地域･買い物支援事業補助金

概要

・移動販売などの買い物支援の開始に要する販売車の導入経費や運営費等を補助。 ・移動販売と見守り
活動を組み合わせて実施する取組に必要な経費を補助。

H24

総務費 総務管理費 企画費

R10年度末で効果検証

根拠法令 第１２次鳥取市総合計画（施策3403）魅力ある中山間地域の振興

買い物困難調査において買い物環境（店舗・移動販売）が確保されている地域の割合を100％とする。

件数

対象経費

交付決定の年度内に補助額を確定し、精算する。

・店舗の購入、改装経費　・車両の購入又はリース経費　・事業に必要な設備等導入、リース・修繕等
経費　・その他PR活動経費等事業に必要な経費

補助率・補助額 10分の10

Ｒ７
（見込）

8 15,958

交付要件

鳥取市に在住または事業所を有する個人・団体

3,700千円

県費,その他（地方債）

○ 補助金交付対象、要件、方法

個人、団体

・買物運営支援　気高,鹿野 381千円、青谷 504千円　・買い物
福祉サービス支援　吉岡,大郷 2,087千円、鹿野 3,087千円、佐
治、3,369千円、国府・用瀬 3,000千円　豊実,明治,東郷 2,275
千円

過去実績

Ｒ８予算
積算根拠

実績報告書に添付の領収書や事業内容が判別できる資料等で確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

-

○人件費 積立金団体運営費補助

運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無



○ 適合性チェック（適正化評価） ※団体運営費補助ではない

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 -

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ×

02-05 ×

02-06 ○

02-07 ○

02-08 ○

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ○

04-02 ○

04-03 ○

2

14

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必要
性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ無
駄がないか。

適切

適正化の視点 基準

審査理由
-

-

-

評価／担当課 適切

今後の具体的な
改善方針

-

補助金の交付額は長期間固定化していない(過去3年
のうち、2回以上同額交付とはなっていない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担当課が
事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目的
や内容について広く公開
しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の目的
や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になされ
ているか。

-

2-4 一部の事業者は移動販売と併せて見守り活動も実施しているため。　2-5 県間接補助金であり、県
要綱で補助率が定められているため。

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って適
法に行われているかどう
か。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている

［有効性］
所期の目的を達成し効果
を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資金(内
部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行っている

実績報告に事業費を証する領収書等が添付されてい
る

原則として補助対象外とすべき経費（人件費、交際
費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ生
産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定してい
る



NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

効果目標

検証結果

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ８予算

Ｒ６ 1 1,000

Ｒ５ 1 1,000

Ｒ４ 1 1,000

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

非該当 -

-

-

- -

-

1,000千円
決算額
（千円）

令和８年度 当初予算

-

鳥取市補助金カルテ

036 地域振興課 0857-30-8172

今後見直しが必要

イベント・行事等に関する補助

地域の魅力創出事業費

大規模周遊自転車イベント運営補助金

概要

大規模な自転車周遊イベントの開催経費を補助。

R2

総務費 総務管理費 企画費

R10年度末で効果検証

根拠法令 第１２次鳥取市総合計画（施策3403）魅力ある中山間地域の振興

参加申込者数　520人

件数

対象経費

交付決定の年度内に補助額を確定し、精算する。

広報費、人件費(当日のアルバイト、メカニックなど臨時的なもの)、賃貸料、警備費、各種製作費、印
刷製本費、運送費、消耗品費、雑費

補助率・補助額 10分の10

Ｒ７
（見込）

1 1,000

交付要件

鳥取市及び周辺の町が参画しているものに限る

設定なし

なし（一般財源のみ）

○ 補助金交付対象、要件、方法

鳥取すごい！ライド実行委員会

0

過去実績

Ｒ８予算
積算根拠

実績報告書に添付の領収書や事業内容が判別できる資料等で確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

-

○人件費 積立金団体運営費補助

運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無



○ 適合性チェック（適正化評価） ※団体運営費補助ではない

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 -

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ×

02-05 ×

02-06 ○

02-07 ×

02-08 ○

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ×

04-02 ○

04-03 ○

4

14

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必要
性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ無
駄がないか。

今後見直しが必要

適正化の視点 基準

審査理由
補助率が1/2以上であり、上限額の設定がない。特定の団体へ複数年続けて補助金を交付し
ている。補助金の廃止も含めて検討すること。

-

4-1 本市の地域振興・観光振興につなげるイベントのため。

評価／担当課 今後見直しを検討

今後の具体的な
改善方針

補助金交付上限額について検討。

補助金の交付額は長期間固定化していない(過去3年
のうち、2回以上同額交付とはなっていない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担当課が
事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目的
や内容について広く公開
しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の目的
や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になされ
ているか。

-

2-4 イベント当日のアルバイトやメカニックなど臨時的なもののため。　2-5,2-7 本市の地域振興・観
光振興につながるイベントのため。

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って適
法に行われているかどう
か。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている

［有効性］
所期の目的を達成し効果
を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資金(内
部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行っている

実績報告に事業費を証する領収書等が添付されてい
る

原則として補助対象外とすべき経費（人件費、交際
費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ生
産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定してい
る



NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

効果目標

検証結果

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ８予算

Ｒ６ 1 100

Ｒ５ 1 120

Ｒ４ 1 120

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

非該当 -

-

-

- -

-

120千円
決算額
（千円）

令和８年度 当初予算

-

鳥取市補助金カルテ

037 地域振興課 0857-30-8172

今後見直しが必要

その他の事業費補助

グリーンツーリズム推進事業費

鳥取市グリーンツーリズム推進補助金

概要

グリーンツーリズムに取り組んでいる団体や、その団体が構成する連絡会の活動費を補助。

H19

総務費 総務管理費 企画費

R10年度末で効果検証

根拠法令 第１２次鳥取市総合計画（施策3403）魅力ある中山間地域の振興

グリーンツーリズム連絡協議会の会員数を１２団体に増やす

件数

対象経費

交付決定の年度内に補助額を確定し、精算する。

人件費(臨時的なアルバイト代等に限る)、講師等専門家への謝金、旅費交通費、役務費、会場等借上げ
料、負担金(国、県が実施する研修会の参加負担金に限る)、事務費

補助率・補助額 10分の10

Ｒ７
（見込）

1 120

交付要件

鳥取市グリーンツーリズム連絡会又はその構成員となる団体とする。

120千円

なし（一般財源のみ）

○ 補助金交付対象、要件、方法

鳥取市グリーンツーリズム連絡会

鳥取市グリーンツーリズム連絡会補助金　120千円

過去実績

Ｒ８予算
積算根拠

実績報告書に添付の領収書や事業内容が判別できる資料等で確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

-

○人件費 積立金団体運営費補助

運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無



○ 適合性チェック（適正化評価） ※団体運営費補助ではない

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 -

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ×

02-05 ×

02-06 ○

02-07 ×

02-08 ○

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ○

04-02 ○

04-03 ○

3

14

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必要
性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ無
駄がないか。

今後見直しが必要

適正化の視点 基準

審査理由
補助率が1/2以上であり、上限額の設定がない。

-

-

評価／担当課 適切

今後の具体的な
改善方針

-

補助金の交付額は長期間固定化していない(過去3年
のうち、2回以上同額交付とはなっていない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担当課が
事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目的
や内容について広く公開
しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の目的
や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になされ
ているか。

-

2-4 臨時的なアルバイト等に限っている。　2-5,2-7 自己資金のない団体であるため。

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って適
法に行われているかどう
か。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている

［有効性］
所期の目的を達成し効果
を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資金(内
部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行っている

実績報告に事業費を証する領収書等が添付されてい
る

原則として補助対象外とすべき経費（人件費、交際
費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ生
産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定してい
る



NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

効果目標

検証結果

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ８予算

Ｒ６ 2 330

Ｒ５ 3 1,879

Ｒ４ 6 884

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

非該当 -

-

-

- -

-

1,855千円
決算額
（千円）

令和８年度 当初予算

-

鳥取市補助金カルテ

038 地域振興課 0857-30-8172

適切

その他の事業費補助

地域おこし協力隊定住・定着支援事業

鳥取市地域おこし協力隊員に係る定住支援事業補助金

概要

元鳥取市地域おこし協力隊員に対し、引き続き本市への定住を促進するために家賃や起業経費等を補
助。

H28

総務費 総務管理費 企画費

R10年度末で効果検証

根拠法令 第１２次鳥取市総合計画（施策3403）魅力ある中山間地域の振興

退任後の定住率70%とする。

件数

対象経費

交付決定の年度内に補助額を確定し、精算する。

家賃、住宅修繕、起業等に係る経費

補助率・補助額 定住奨励金150千円、家賃補助1/2、住宅修繕10/10、起業補助10/10

Ｒ７
（見込）

1 231

交付要件

隊員の役割を果たしたと認められる元地域おこし協力隊員

1,000千円

なし（一般財源のみ）

○ 補助金交付対象、要件、方法

地域おこし協力隊退任者

①定住奨励金 1人×150千円(基準額)　・家賃補助金 1人×27千
円(上限)×3月、1人×27千円×(上限)×12月　・住宅修繕等補
助金 1人×300千円　・起業等経費補助金 1人×1,000千円

過去実績

Ｒ８予算
積算根拠

実績報告書に添付の領収書や事業内容が判別できる資料等で確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

-

-人件費 積立金団体運営費補助

運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無



○ 適合性チェック（適正化評価） ※団体運営費補助ではない

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 -

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ○

02-05 ○

02-06 -

02-07 -

02-08 ○

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ○

04-02 ○

04-03 ○

0

12

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必要
性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ無
駄がないか。

適切

適正化の視点 基準

審査理由
-

-

-

評価／担当課 適切

今後の具体的な
改善方針

-

補助金の交付額は長期間固定化していない(過去3年
のうち、2回以上同額交付とはなっていない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担当課が
事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目的
や内容について広く公開
しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の目的
や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になされ
ているか。

-

-

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って適
法に行われているかどう
か。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている

［有効性］
所期の目的を達成し効果
を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資金(内
部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行っている

実績報告に事業費を証する領収書等が添付されてい
る

原則として補助対象外とすべき経費（人件費、交際
費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ生
産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定してい
る



NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

効果目標

検証結果

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ８予算

Ｒ６ 2 5,200

Ｒ５ 1 3,000

Ｒ４ 1 628

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

非該当 -

-

-

- -

-

3,000千円
決算額
（千円）

令和８年度 当初予算

-

鳥取市補助金カルテ

039 地域振興課 0857-30-8172

適切

その他の事業費補助

小さな拠点整備事業費（市民生活部地域振興課）

鳥取市中山間地域小さな拠点づくり支援事業補助金

概要

・地域の遊休施設等を活用し、新たに活動拠点として整備する経費を補助。  ・小さな拠点促進支援事
業の担い手育成に係る経費を補助。

H29

総務費 総務管理費 企画費

R10年度末で効果検証

根拠法令 第１２次鳥取市総合計画（施策3403）魅力ある中山間地域の振興

小さな拠点の地域を2年に1箇所増やす

件数

対象経費

交付決定の年度内に、補助額を確定し、精算する。

・担い手活動費(担い手に係る給料・社会保険料・旅費等) 　・担い手に対する研修等に必要な経費(受
講料、旅費、賃金、需用費、使用料、燃料費等) 　・地元での講習会、イベント開催等に必要な経費

補助率・補助額 10分の10

Ｒ７
（見込）

1 3,000

交付要件

地域運営組織または市長が同等と認める団体

3,000千円

県費

○ 補助金交付対象、要件、方法

申請のあった地域運営組織等

小さな拠点担い手育成事業　1拠点(気高町浜村地区)×3,000千
円(上限額)

過去実績

Ｒ８予算
積算根拠

実際に支払われた領収書を添付させ確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

-

○人件費 積立金団体運営費補助

運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無



○ 適合性チェック（適正化評価） ※団体運営費補助ではない

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 -

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ×

02-05 ×

02-06 ○

02-07 ○

02-08 ○

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ○

04-02 ○

04-03 ○

2

14

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必要
性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ無
駄がないか。

適切

適正化の視点 基準

審査理由
-

-

-

評価／担当課 適切

今後の具体的な
改善方針

-

補助金の交付額は長期間固定化していない(過去3年
のうち、2回以上同額交付とはなっていない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担当課が
事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目的
や内容について広く公開
しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の目的
や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になされ
ているか。

-

2-4 県補助要綱の対象経費に定められているため。2-5 県間接補助事業で、県の補助要綱に補助率の定
めがあるため。

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って適
法に行われているかどう
か。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている

［有効性］
所期の目的を達成し効果
を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資金(内
部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行っている

実績報告に事業費を証する領収書等が添付されてい
る

原則として補助対象外とすべき経費（人件費、交際
費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ生
産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定してい
る



NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

効果目標

検証結果

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ８予算

Ｒ６ 7 10,800

Ｒ５ 12 17,400

Ｒ４ 6 2,000

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

非該当 -

-

-

- -

-

11,800千円
決算額
（千円）

令和８年度 当初予算

-

鳥取市補助金カルテ

040 地域振興課 0857-30-8173

適切

個人に対する補助

人材誘致・定住促進対策事業費

鳥取市ふるさと移住支援金

概要

東京圏から移住し対象求人に新規就業した者、または県の事業による起業支援金の交付決定を受けた者
等に対する支援金。

R2

総務費 総務管理費 企画費

R9年度末で効果検証

根拠法令 第１２次鳥取市総合計画（施策3201）移住定住の推進と関係人口の拡大

単年度あたりの移住者数（R8年度520人、R9年度540人、R10年度560人、R11年度580人、R12年度600人）

件数

対象経費

事業完了後に申請するため、精算しない（申請時に実績等を確認）。

単身600千円、世帯1,000千円(子ども加算1,000千円)

補助率・補助額 単身600千円、世帯1,000千円(子ども加算1,000千円)

Ｒ７
（見込）

7 10,600

交付要件

鳥取市相談窓口に登録している者であって、移住元に関する要件、移住先に関する要件、就職に関する
要件、起業に関する要件、世帯に関する要件に該当する者。

設定なし

県費

○ 補助金交付対象、要件、方法

申請のあった個人

・単身者 3件×600千円(基準額)　・世帯 5件×1,000千円(基準
額)　・子ども加算 5件×1,000千円(加算額)

過去実績

Ｒ８予算
積算根拠

補助金等申請書兼請求書等に添付の要件を確認できる書類により確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

-

-人件費 積立金団体運営費補助

運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無



○ 適合性チェック（適正化評価） ※団体運営費補助ではない

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 -

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ○

02-05 ×

02-06 ○

02-07 ○

02-08 ○

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ○

04-02 ○

04-03 ○

1

14

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必要
性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ無
駄がないか。

適切

適正化の視点 基準

審査理由
-

-

-

評価／担当課 適切

今後の具体的な
改善方針

-

補助金の交付額は長期間固定化していない(過去3年
のうち、2回以上同額交付とはなっていない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担当課が
事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目的
や内容について広く公開
しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の目的
や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になされ
ているか。

-

2-5 県間接補助金であり、県要綱で補助率が定められているため。

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って適
法に行われているかどう
か。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている

［有効性］
所期の目的を達成し効果
を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資金(内
部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行っている

実績報告に事業費を証する領収書等が添付されてい
る

原則として補助対象外とすべき経費（人件費、交際
費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ生
産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定してい
る



NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

効果目標

検証結果

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ８予算

Ｒ６ 24 2,200

Ｒ５ 26 2,200

Ｒ４ 22 2,000

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

非該当 -

-

-

- -

-

2,500千円
決算額
（千円）

令和８年度 当初予算

-

鳥取市補助金カルテ

041 地域振興課 0857-30-8173

適切

個人に対する補助

人材誘致・定住促進対策事業費

鳥取市ふるさとでの新しいライフステージ支援事業補助金

概要

若者世帯のＵＪＩターンを促進するため、移住を目的として転入した世帯に対し奨励金を交付。

R3

総務費 総務管理費 企画費

R10年度末で効果検証

根拠法令 第１２次鳥取市総合計画（施策3201）移住定住の推進と関係人口の拡大

単年度あたりの移住者数（R8年度520人、R9年度540人、R10年度560人、R11年度580人、R12年度600人）

件数

対象経費

事業完了後に申請するため、精算しない（申請時に実績等を確認）。

子育て世帯100千円、夫婦のみ世帯50千円

補助率・補助額 子育て世帯100千円、夫婦のみ世帯50千円

Ｒ７
（見込）

24 2,200

交付要件

相談支援窓口に登録している世帯かつ県外から本市に転入した世帯（世帯員のうち１人以上（子を除
く）が転入日において満３９歳以下）であって、ア 結婚をして１０年以内、イ 妊娠中、ウ 高等学校入
学前の子がいる、のいずれかを満たす者。

100千円

県費

○ 補助金交付対象、要件、方法

申請のあった個人

・子育て世帯　20件×100千円(基準額)　・夫婦のみ若者世帯
10件×50千円(基準額)

過去実績

Ｒ８予算
積算根拠

補助金等申請書兼請求書に添付の要件を確認できる書類により確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

-

-人件費 積立金団体運営費補助

運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無



○ 適合性チェック（適正化評価） ※団体運営費補助ではない

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 -

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ○

02-05 ×

02-06 ○

02-07 ○

02-08 ○

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ○

04-02 ○

04-03 ○

1

14

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必要
性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ無
駄がないか。

適切

適正化の視点 基準

審査理由
-

-

-

評価／担当課 適切

今後の具体的な
改善方針

-

補助金の交付額は長期間固定化していない(過去3年
のうち、2回以上同額交付とはなっていない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担当課が
事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目的
や内容について広く公開
しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の目的
や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になされ
ているか。

-

2-5 県間接補助金であり、県要綱で補助率が定められているため。

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って適
法に行われているかどう
か。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている

［有効性］
所期の目的を達成し効果
を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資金(内
部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行っている

実績報告に事業費を証する領収書等が添付されてい
る

原則として補助対象外とすべき経費（人件費、交際
費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ生
産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定してい
る



NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

効果目標

検証結果

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ８予算

Ｒ６ 4 797

Ｒ５ 5 1,120

Ｒ４ 3 1,041

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

非該当 -

-

-

- -

-

600千円
決算額
（千円）

令和８年度 当初予算

-

鳥取市補助金カルテ

042 地域振興課 0857-30-8173

適切

その他の事業費補助

人材誘致・定住促進対策事業費

鳥取市ＵＪＩターン者住宅利活用推進事業補助金

概要

ＵＪＩターン希望者やＵＪＩターン者、空き家提供者等に対し、改修または家財道具処分に要する経費
を補助。

H26

総務費 総務管理費 企画費

R10年度末で効果検証

根拠法令
第１２次鳥取市総合計画（施策3201）移住定住の推進と関係人口の拡大（施策3403）魅力ある中山間地
域の振興

中山間地域における空き家（バンク）登録件数（R8年度11件、R9年度11件、R10年度11件、R11年度11
件、R12年度11件）※第2期創生総合戦略KPIと同等値）

件数

対象経費

交付決定の年度内に補助額を確定し、精算する。

居住の用に供する部分に係る改修費並びにごみ処理手数料、収集・ 運搬料金、特定家庭用機器リサイク
ル料金及び廃棄物処分業者等に委託して家財を処分する場合における委託費等

補助率・補助額 2分の1

Ｒ７
（見込）

1 269

交付要件

ＵＪＩターン希望者、ＵＪＩターン者（鳥取市に転入後6か月以内）、避難者又は空き家提供者が借主決
定後に空き家バンクに登録された住宅を改修し、又は家財道具を処分すること。

400千円

県費

○ 補助金交付対象、要件、方法

申請のあった個人

3件×200千円

過去実績

Ｒ８予算
積算根拠

実績報告書に添付の領収書や事業内容が判別できる資料等で確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

-

-人件費 積立金団体運営費補助

運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無



○ 適合性チェック（適正化評価） ※団体運営費補助ではない

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 -

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ○

02-05 ○

02-06 -

02-07 -

02-08 ○

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ○

04-02 ○

04-03 ○

0

12

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必要
性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ無
駄がないか。

適切

適正化の視点 基準

審査理由
-

-

-

評価／担当課 適切

今後の具体的な
改善方針

-

補助金の交付額は長期間固定化していない(過去3年
のうち、2回以上同額交付とはなっていない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担当課が
事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目的
や内容について広く公開
しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の目的
や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になされ
ているか。

-

-

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って適
法に行われているかどう
か。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている

［有効性］
所期の目的を達成し効果
を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資金(内
部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行っている

実績報告に事業費を証する領収書等が添付されてい
る

原則として補助対象外とすべき経費（人件費、交際
費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ生
産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定してい
る



NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

効果目標

検証結果

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ８予算

Ｒ６ 1 77

Ｒ５ 1 75

Ｒ４ 1 74

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

非該当 -

-

-

- -

-

600千円
決算額
（千円）

令和８年度 当初予算

-

鳥取市補助金カルテ

043 地域振興課 0857-30-8173

適切

その他の事業費補助

人材誘致・定住促進対策事業費

鳥取市空き家利活用団体支援事業補助金

概要

移住定住空き家運営業務を受託している団体に対し、利活用希望者の内覧等のために行う空き家の清掃
や維持管理に必要な補修等の経費を補助。

R4

総務費 総務管理費 企画費

R10年度末で効果検証

根拠法令
第１２次鳥取市総合計画（施策3201）移住定住の推進と関係人口の拡大（施策3403）魅力ある中山間地
域の振興

中山間地域における空き家（バンク）登録件数（R8年度11件、R9年度11件、R10年度11件、R11年度11
件、R12年度11件）

件数

対象経費

交付決定の年度内に補助額を確定し、精算する。

空き家の残置物処分、軽微な改修等に係る経費

補助率・補助額 10分の10

Ｒ７
（見込）

3 541

交付要件

鳥取市移住定住空き家運営業務を受託している地域団体等であって、残置物撤去を行う物件についてす
べての要件を満たすこと

300千円

県費

○ 補助金交付対象、要件、方法

申請のあった地域団体等

地域団体等による空き家の家財処分事業　2件×300千円(上限
額)

過去実績

Ｒ８予算
積算根拠

実績報告書に添付の領収書や事業内容が判別できる資料等で確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

-

-人件費 積立金団体運営費補助

運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無



○ 適合性チェック（適正化評価） ※団体運営費補助ではない

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 -

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ○

02-05 ×

02-06 ○

02-07 ○

02-08 ○

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ○

04-02 ○

04-03 ○

1

14

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必要
性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ無
駄がないか。

適切

適正化の視点 基準

審査理由
-

-

-

評価／担当課 適切

今後の具体的な
改善方針

-

補助金の交付額は長期間固定化していない(過去3年
のうち、2回以上同額交付とはなっていない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担当課が
事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目的
や内容について広く公開
しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の目的
や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になされ
ているか。

-

2-5 県間接補助金であり、県要綱で補助率が定められているため。

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って適
法に行われているかどう
か。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている

［有効性］
所期の目的を達成し効果
を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資金(内
部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行っている

実績報告に事業費を証する領収書等が添付されてい
る

原則として補助対象外とすべき経費（人件費、交際
費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ生
産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定してい
る



NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

効果目標

検証結果

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ８予算

Ｒ６ 1 210

Ｒ５ 0 0

Ｒ４ 0 0

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

非該当 -

-

-

- -

-

1,500千円
決算額
（千円）

令和８年度 当初予算

-

鳥取市補助金カルテ

044 地域振興課 0857-30-8172

適切

その他の事業費補助

グリーンツーリズム推進事業費

鳥取市中山間地域魅力ある民泊推進事業補助金

概要

古民家や農家等における民泊を活用し、観光客がまた訪れたくなる魅力ある滞在エリアの創造に取り組
む宿泊事業者を補助。

H30

総務費 総務管理費 企画費

R10年度末で効果検証

根拠法令 第１２次鳥取市総合計画（施策3403）魅力ある中山間地域の振興

毎年１件事業補助を行う

件数

対象経費

交付決定の年度内に、補助額を確定し、精算する。

魅力ある民泊等施設総合整備 日本ならではの伝統的な農山漁村生活体験や地域の人々との交流 を楽し
む滞在を提供する等、その宿を訪れることが旅の目的とな る民泊等施設の整備に要する経費

補助率・補助額 2分の1

Ｒ７
（見込）

1 1,500

交付要件

宿泊事業者
民泊推進協議会

1,500千円

県費

○ 補助金交付対象、要件、方法

申請のあった民泊事業者

3,000千円（総事業費）×1/2（補助率）＝1,500千円
民泊事業者であるため補助上1,500千円

過去実績

Ｒ８予算
積算根拠

実際に支払われた領収書を添付させ確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

-

-人件費 積立金団体運営費補助

運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無



○ 適合性チェック（適正化評価） ※団体運営費補助ではない

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 -

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ○

02-05 ○

02-06 -

02-07 -

02-08 ○

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ○

04-02 ○

04-03 ○

0

12

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必要
性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ無
駄がないか。

適切

適正化の視点 基準

審査理由
-

-

-

評価／担当課 適切

今後の具体的な
改善方針

-

補助金の交付額は長期間固定化していない(過去3年
のうち、2回以上同額交付とはなっていない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担当課が
事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目的
や内容について広く公開
しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の目的
や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になされ
ているか。

-

-

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って適
法に行われているかどう
か。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている

［有効性］
所期の目的を達成し効果
を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資金(内
部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行っている

実績報告に事業費を証する領収書等が添付されてい
る

原則として補助対象外とすべき経費（人件費、交際
費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ生
産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定してい
る


